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横浜市（以下「市」という。）は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に

関する法律」（平成 11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」という。）第５条第３項の規定に基

づき、「横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業」（以下「本事業」という。）の

実施方針を平成 23 年２月 24 日に公表したところである。 

 

今般、ＰＦＩ法第６条の規定に基づき、本事業を特定事業として選定したので、同法第８条

の規定に基づき特定事業の選定に係る客観的評価の結果を次のとおり公表する。 

 

平成 23 年６月 20 日 

 

横浜市長 林 文子
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第１ 事業概要 

 

１ 事業名称 

横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業 

 

２ 事業場所 

横浜市金沢区幸浦一丁目９番地 横浜市南部汚泥資源化センター内 

 

３ 対象となる公共施設等 

横浜市南部汚泥資源化センター 下水汚泥燃料化施設 

 

４ 公共施設等の管理者の名称 

横浜市長 林 文子 

 

５ 事業の目的 

市では、11 か所の水再生センターで発生する汚泥を、北部汚泥資源化センター及び南部

汚泥資源化センターの２か所の資源化センターにて処理している。南部汚泥資源化センタ

ーでは、３基の汚泥焼却炉が稼動しているが、そのうち３号炉については平成元年 11 月稼

動開始後、約 22 年経過しており、設備の老朽化が進み更新が必要となっている。 

本事業の目的は、当該焼却炉の更新を行うにあたり、地球温暖化対策及び資源の有効利

用の観点から下水処理の最終過程で発生する生成物の有効利用を行うための燃料化施設を

整備し、管理運営を行うことである。また、事業の実施にあたっては民間事業者の独自技

術や創意工夫を活用することで、より経済的で環境負荷の軽減に配慮した事業とする。 

 

６ 事業内容 

 

(1) 事業対象 

汚泥焼却炉３号炉を燃料化施設（以下「本施設」という。）に更新する。対象地は汚

泥焼却炉２号炉の跡地であり、汚泥焼却炉２号炉の解体も事業に含めるものとする。 

 

(2) 事業の方式 

選定事業者が本施設の設計、建設を行った後、市に所有権を移転し、事業期間終了ま

での間、本施設の管理運営を行うＢＴＯ方式（Build Transfer Operate）とする。 
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(3) 事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約締結日から平成 48 年３月 31 日までとする。 

 

(4) 業務範囲 

選定事業者が行う本事業の業務範囲は次のとおりである。 

 

ア 設計及び建設段階 

(ｱ) 設計に関する業務 

ａ 既存汚泥焼却炉２号炉の解体及び本施設の整備にかかわる事前調査及びその関連

業務 

ｂ 設計業務及びその関連業務（許認可手続等） 

ｃ 各種申請に関する業務（社会資本整備総合交付金の申請手続支援含む） 

(ｲ) 建設に関する業務 

ａ 既存汚泥焼却炉２号炉及び関連機器類の解体業務 

  ※２号炉管理棟及び汚泥ピットは継続利用する（解体撤去対象外）。 

ｂ 建築工事 

ｃ 土木工事 

ｄ 機械設備工事 

ｅ 電気設備工事 

ｆ 工事監理 

ｇ 各種申請に関する業務（社会資本整備総合交付金の申請手続支援含む） 

ｈ 市への所有権移転業務 

ｉ その他本事業を実施する上で必要な工事及び業務 

 

イ 管理運営段階 

(ｱ) 保全管理業務 

(ｲ) 保守点検業務 

(ｳ) 修繕業務 

(ｴ) 消化脱水汚泥及び分離液脱水汚泥（以下「消化汚泥等」という。）の受入業務 

(ｵ) 運転管理業務 

(ｶ) 物品等の調達管理業務 

(ｷ) 温水供給業務 

(ｸ) 燃料化物の購入・販売及び運搬業務 

(ｹ) 燃料化物の有効利用業務 

(ｺ) 市等への連絡・報告業務 

(ｻ) 事業場所の清掃業務 
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(ｼ) 副産物の引渡業務 

(ｽ) 本施設見学者の対応に関する協力 

(ｾ) その他本事業を実施する上で必要な業務 

 

ウ 全段階 

(ｱ) 統括マネジメント業務 

 

(5) 選定事業者の収入 

本事業における選定事業者の収入は、次のとおりとする予定であるが、詳細について

は、入札公告時に示す。 

 

ア 市からのサービスの対価 

(ｱ) 設計及び建設の対価 

市は本施設の設計業務及び建設業務の対価について、市への所有権移転後、事業

期間終了までの間、ＰＦＩ法第 10 条第１項に基づいて市と選定事業者の間で締結す

る事業契約（以下「事業契約」という。）に定める額を支払う。 

本事業は社会資本整備総合交付金の適用を予定している。このため交付金が市に

交付（従来の制度における類似事業の場合、55％程度の国費率であったが、交付金

対象範囲は国との協議により交付金申請時に決まる。）される場合、設計業務及び

建設業務の対価のうち交付金対象となる費用については、事業年度ごとの出来高に

応じて分割で支払う予定である。 

(ｲ) 管理運営の対価 

市は維持管理業務の対価について、市への所有権移転後、事業期間終了までの間、

事業契約に定める額を支払う。 

なお、燃料化物の購入の対価については、選定事業者が市へ支払う。また、将来

燃料化物に関する価値（環境価値含む）が現在の想定を超えて変動した場合には、

燃料化物の購入の対価について、市と選定事業者の間で協議を行う。 

 

イ 選定事業者の燃料化物販売による収入 

燃料化物は有効利用先への販売を前提とし、当該販売による収入は、直接選定事業

者の収入とする。 

 

(6) 事業スキーム例 

事業スキームは民間事業者の提案によるが、例として別紙１のスキームが挙げられる。 
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第２ 評価の内容 

 

１ 評価の方法 

 

(1) 選定の基準 

本事業をＰＦＩ方式で実施することにより、事業期間を通じた市の財政負担の縮減を

期待できること、又は市の財政負担額が同一の水準にある場合において、公共負担リス

クの低減及びサービスの水準の向上が期待できることを選定の基準とする。 

 

(2) 定量的な評価 

市の財政負担額の算定にあたっては、将来の費用と見込まれる財政負担総額を算出し、

特定事業を実施する選定事業者からの税収等の適切な調整を行ったうえ、これを現在価

値に換算することにより評価を行う。 

 

(3) 定性的な評価 

公共サービスの水準は、できる限り定量的な評価を行うこととするが、定量化が困難

な場合には客観性を確保した上で、本事業をＰＦＩ事業として実施する場合における定

性的な評価を行う。 

 

２ 定量的な評価 

 

(1) 前提条件 

市の財政負担額の算出にあたって、市が本事業を自ら実施する場合とＰＦＩ事業とし

て実施する場合のそれぞれについて、前提条件を次表のとおり設定した。なお、これら

の前提条件は、市が独自に設定したものであり、実際の民間事業者の提案内容を制約す

るものではなく、また一致するものでもない。 

 

表 2-2-1-1 定量的な評価の前提条件 

項目 市が自ら実施する場合 ＰＦＩ事業として実施する場合

算定対象とする

収入及び支出の

概要（主要項

目） 

収入： 

①燃料化物の有効利用（有価）

による収入 

 

収入： 

①燃料化物の有効利用（有価）

による収入 

②市の税収（法人市民税） 

支出： 

①施設の設計及び建設に関する

費用 

②施設の管理運営に関する費用

支出： 

①サービス購入料（※１） 

②アドバイザー費用（※２） 

③モニタリング費用（※３） 
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共通条件 ①事業期間：平成 24 年５月～平成 28 年３月 … 設計及び建設 

      平成 28 年４月～平成 48 年３月… 管理運営 

②施設規模：計画年間処理量 46,500ｔ（150ｔ/日程度） 

③割引率 ：2.0% 

④物価上昇率：考慮しない 

⑤リスク調整値：当初設計で予見できない事態が発生した場合に

おける建設費の増額、第三者賠償責任保険料を想定 

施設の設計及び

建設に関する費

用 

①市の仕様及び基準に基づき、

民間事業者からのヒアリング

を参考に算出 

②想定する費用項目は以下のと

おり 

・設計費 

・建設費（解体費含む） 

・工事監理費 

・履行保証保険料、建設工事保

険料、火災保険料 

 

①民間事業者からのヒアリング

及び他のＰＦＩ事業例等を参

考に、民間事業者の独自技術

や創意工夫の活用及び設計か

ら管理運営までの一括発注に

よるコスト削減を想定して算

出 

②想定する費用項目は以下のと

おり 

・設計費 

・建設費（解体費含む） 

・工事監理費 

・建中利息 

・その他開業費用（特別目的会

社（ＳＰＣ）設立費用、履行

保証保険料、建設工事保険、

第三者賠償責任保険料、融資

手数料） 

施設の管理運営

に関する費用 

①市の仕様及び基準に基づき、

過去の管理運営費の実績及び

民間事業者からのヒアリング

を参考に算出 

②想定する費用項目は以下のと

おり 

・保全管理業務費、保守点検業

務費、修繕業務費、運転管理

業務費、物品等の調達管理業

務費、燃料化物の販売費等 

・ユーティリティに関する費用

・起債利息 

・第三者賠償責任保険料 

・市の人件費 

①民間事業者からのヒアリング

及び他のＰＦＩ事業例等を参

考に、民間事業者の独自技術

や創意工夫の活用及び設計か

ら管理運営までの一括発注に

よるコスト削減を想定して算

出 

②想定する費用項目は以下のと

おり 

・保全管理業務費、保守点検業

務費、修繕業務費、運転管理

業務費、物品等の調達管理業

務費、燃料化物の販売費、そ

の他ＳＰＣ運営費等 

・ユーティリティに関する費用
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・支払利息 

・第三者賠償責任保険料 

・燃料化物の購入費 

資金調達に関す

る事項 

①地方債 

・返済期間 20 年 

・期限一括返済 

②社会資本整備総合交付金 

・交付金の国費率は設計費の

50％ 、建設費の 55％を想定 

【選定事業者が調達】 

①自己資本 

・初期投資額の約４％ 

・出資者への配当 

②金融機関からの長期借入金 

・返済期間 20 年 

・元金均等返済 

③金融機関からの短期借入金 

・建設期間中に調達 

【市が調達】 

④社会資本整備総合交付金 

・交付金の国費率は設計費の

50％ 、建設費の 55％を想定 

公租公課  法人税等 

その他  ＥＩＲＲ 約 10％（※４） 

※１ サービス購入料：設計建設に係る対価及び管理運営に係る対価 

※２ アドバイザー費用：ＰＦＩ 事業に係る事務を外部コンサルタントに委託して行うための費用 

※３ モニタリング費用：ＰＦＩ事業の実施状況についてのモニタリングを行うために発生する費用 

※４ ＥＩＲＲ：資本金と配当額の内部収益率。 

 

(2) 算定結果 

上記(1)の前提条件に基づき、市が自ら実施する場合の市の財政負担額とＰＦＩ事業と

して実施する場合の市の財政負担額を、それぞれ事業期間中にわたり年度別に算出し、

それらを割引率によって現在価値に換算した額で比較した。 

その結果、本事業を市が自ら実施する場合と比較して、ＰＦＩ事業として実施する場

合は、事業期間中の市の財政負担額を約 7.1％（現在価値換算後）軽減することが期待

できる。 

 

表 2-2-2-1 財政負担額の比較（現在価値換算後） 

項目 値 

①市が自ら実施する場合（ＰＳＣ） 11,186 百万円

②ＰＦＩ事業として実施する場合（ＰＦＩ－ＬＣＣ） 10,389 百万円

③ＶＦＭ（金額） 797 百万円

④ＶＦＭ（率） 約 7.1％
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３ 定性的な評価 

本事業をＰＦＩ事業として実施する場合、市が自ら実施する場合と比較して、次のよう

な定性的効果を期待することができる。 

 

(1) 事業の効率的な実施と最適なサービスの提供 

設計、建設、管理運営及び燃料化物の有効利用の各業務を一括して選定事業者に委ね

ることにより、これらの各業務を個別に発注する場合と比較して、各業務間の連携によ

る業務効率の向上や選定事業者の創意工夫を見込むことができ、事業の効率的な実施及

び創意工夫による最適な管理運営サービスの提供が期待できる。 

 

(2) 長期安定的な有効利用先の確保 

本事業の管理運営及び燃料化物の有効利用において、選定事業者が有する専門的な知

識及びノウハウを活用することにより、燃料化物の有価による全量有効利用が長期に亘

り安定的に行え、汚泥の長期安定的な有効利用先の確保が期待できる。 

 

(3) 循環型社会の構築等への貢献 

本事業では、燃料化物の選定、燃料化施設の建設及び管理運営、燃料化物の有効利用

を一体的に選定事業者に委ねることにより、選定事業者が有する専門的な知識やノウハ

ウが従前以上に活用されるとともに、燃料化物の有効利用者の意向を燃料化物の製造プ

ロセス等に的確に反映できる。このため、化石燃料の代替燃料として有効利用するため

に最適な燃料化物が製造でき、循環型社会の構築及び地球温暖化対策に貢献することが

期待できる。 

 

(4) リスク分担の明確化による安定した事業運営 

本事業の開始前に、あらかじめ発生するリスクを想定し、市と選定事業者との間で適

切な役割分担を行うことでリスク発生の抑制を図るとともに、リスク顕在時における適

切かつ迅速な対応が可能となり、業務目的の円滑な遂行や安定した事業運営が期待でき

る。 
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第３ 評価の結果 

 

本事業を、ＰＦＩ法に基づく特定事業として実施することにより、市が自ら実施する場

合と比較して、事業期間全体を通じた市の財政負担額を約 7.1％（現在価値換算後）縮減

できることが見込まれる。また、定量的な効果だけでなく、定性的な効果についても期待

することができる。 

以上の客観的な評価の結果により、本事業を特定事業として実施することが適当である

と認められるため、ここにＰＦＩ法第６条に基づく特定事業として選定する。 
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契約　等

モノの流れ

お金の流れ

凡　　例

エンド
ユーザー

ＳＰＣ
（ＰＦＩ事業者）

横浜市
（下水道管理者）

事業契約
施設建設

維持管理・運営
燃料販売

①
脱水汚泥や消化
ガスなどの供給

②
燃料化物の製造

③
燃料化物の所有
は、横浜市

④
燃料化物の販売

サ
ー

ビ
ス
購
入
料

（
対
価

）

　
　
　
燃
料
売
買
代
金

売買契約
事業期間
における
汚泥燃料
の売買契約

⑤
燃料化物の利用

　　　燃料売買代金

プラント
メーカー

建設契約
燃料化
施設の

設計・建設

①
燃料化施設の設
計建設の発注

②
燃料化施設の設
計建設の請負

燃料化事業の
維持管理・運営

燃料化物の販売

燃料化事業の
施設建設

 

別紙１ 事業スキーム例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料化物の 

有効利用 

企業 

施設の 

設計・建設 

企業 

横浜市 

（下水道管理者） 

ＰＦＩ事業者 

（ＳＰＣ） 


